
議案第８５号 

し尿及び浄化槽汚泥の処理に関する事務の受託について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第１項の規定に

より、別紙のとおり規約を定め、令和５年１０月１日からし尿及び浄化槽汚

泥の処理に関する事務を栃木市から受託することについて、同条第３項にお

いて準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により、議会の議決を求

めます。 

  令和５年６月２日提出 

佐野市長 金 子  裕   

 

 

理 由 

し尿及び浄化槽汚泥の処理に関する事務を受託することについて栃木市

と協議したいので提案するものです。 

 

 

参 考 

地方自治法抜粋 

（協議会の設置） 

第２５２条の２の２ 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の事務の一部

を共同して管理し及び執行し、若しくは普通地方公共団体の事務の管理及

び執行について連絡調整を図り、又は広域にわたる総合的な計画を共同し

て作成するため、協議により規約を定め、普通地方公共団体の協議会を設

けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、協議会を設けたときは、その旨及び規約を告示す

るとともに、都道府県の加入するものにあつては総務大臣、その他のもの

にあつては都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 第１項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なけ

ればならない。ただし、普通地方公共団体の事務の管理及び執行について

連絡調整を図るため普通地方公共団体の協議会を設ける場合は、この限り

でない。 



４－６ …省 略… 

（事務の委託） 

第２５２条の１４ 普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方

公共団体の事務の一部を、他の普通地方公共団体に委託して、当該普通地

方公共団体の長又は同種の委員会若しくは委員をして管理し及び執行させ

ることができる。 

２ 前項の規定により委託した事務を変更し、又はその事務の委託を廃止し

ようとするときは、関係普通地方公共団体は、同項の例により、協議して

これを行わなければならない。  

３ 第２５２条の２の２第２項及び第３項本文の規定は前２項の規定により

普通地方公共団体の事務を委託し、又は委託した事務を変更し、若しくは

その事務の委託を廃止する場合に、同条第４項の規定は第１項の場合にこ

れを準用する。 



佐野市と栃木市とのし尿及び浄化槽汚泥の処理に関する事務の委託

に関する規約 

（委託事務の範囲） 

第１条 栃木市は、次に掲げる事務の管理及び執行を佐野市に委託する。 

 (１) 平成２２年３月２８日における藤岡町及び平成２６年４月４日にお

ける岩舟町の区域に係るし尿及び浄化槽汚泥（以下「し尿等」という。）

の処理（収集及び運搬に係るものを除く。）に関する事務 

 (２) し尿等の受入施設の管理運営に関する事務 

（管理及び執行の方法） 

第２条 前条の規定により委託する事務（以下「委託事務」という。）の管理

及び執行については、佐野市の条例、規則その他の規程（以下「条例等」

という。）の定めるところによるものとする。 

（経費の負担等） 

第３条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、栃木市の負担とし、栃木

市は、これを佐野市に納付するものとする。 

２ 前項の経費の額及び納付の時期は、佐野市長が栃木市長と協議して定め

る。この場合において、佐野市長は、あらかじめ、委託事務に要する経費

の見積りに関する書類を栃木市長に送付しなければならない。 

（予算の計上） 

第４条 佐野市長は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出について

は、佐野市一般会計歳入歳出予算に分別して計上するものとする。 

（経費の精算） 

第５条 佐野市長は、各年度において、第３条第１項の規定により納付した

額に過不足額が生じたときは、その翌年度に精算するものとする。 

（決算の場合の措置） 

第６条 佐野市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

６項の規定により決算の要領を公表したときは、同時に当該決算の委託事

務に関する部分を栃木市長に通知するものとする。 

（連絡会議） 

第７条 佐野市長及び栃木市長は、委託事務の管理及び執行について連絡調

整を図るため、必要の都度連絡会議を開くものとする。 



（条例等の制定又は改廃の場合の措置） 

第８条 佐野市長は、委託事務の管理及び執行について適用される佐野市の

条例等を制定し、改正し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、栃

木市長に通知しなければならない。 

２ 佐野市長は、前項に規定する条例等を制定し、改正し、又は廃止したと

きは、直ちに栃木市長に通知しなければならない。 

３ 栃木市長は、前項の規定による通知があったときは、直ちに当該条例等

を公表しなければならない。 

（補則） 

第９条 この規約に定めるもののほか、委託事務の管理及び執行に関し必要

な事項は、佐野市長及び栃木市長が協議して定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、令和５年１０月１日から施行する。 

（条例等の公表） 

２ 栃木市長は、この規約の告示の際、併せて第８条第１項に規定する条例

等が平成２２年３月２８日における藤岡町及び平成２６年４月４日におけ

る岩舟町の区域に適用される旨及び当該条例等を公表するものとする。 


